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（公財）名古屋観光コンベンションビューロー 今後の取組みの方向性について 

 ＜2021 年 3 月＞                 

                        

 

 

 公益財団法人名古屋観光コンベンションビューロー（以下「財団」という）は、2020 年 3

月に 2020年度から 2023年度の「経営戦略計画」を策定しました。 

 経営戦略計画策定後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大による社会環境の変化は非

常に大きいものがあり、今後、感染症の状況や当地域の観光・ＭＩＣＥを取り巻く動向など

を見極める必要があります。 

 一方で、観光・ＭＩＣＥそれぞれにおいて特徴的な動きも出てまいりました。 

国内観光においては、自宅から短い距離・時間での移動により地元や地域の観光を楽しむ

「マイクロツーリズム」ということがいわれるようになっています。また、観光庁の「宿泊

旅行統計調査」では、昨年４、５月の状況を比較すると６月以降は徐々にではありますが回

復する傾向となっており、昨年５月の前年同月比約 85％減から昨年 12 月の前年同月比約

41％減まで回復をしていますが、感染症の第三波の影響から、さらに厳しい状況になること

も想定されます。 

訪日外国人旅行者の動向については、依然として厳しい状況が続いており、ＪＮＴＯ（日

本政府観光局）の統計による訪日外客数を見ても、６月以降は回復傾向にあるものの前年同

月比で約 98～99％の減という状況が続いています。 

ＭＩＣＥにおいては、会場とオンラインを併用したハイブリッド方式での開催も見られる

ようになっています。 

また、愛知県では、昨年 12月に「あいち観光戦略 2021-2023」を発表し、その中で目指す

べき姿として「あいち『ツウ』リズム」の推進を掲げ、愛知ならではの多様な地域資源を「ツ

ウ」な魅力として磨き上げることを目指す、としています。 

そこで、こうした観光・ＭＩＣＥにおける動向の変化を踏まえ、当財団では今後の取組み

の方向性について以下に示します。 

これは今後 1-2年（2021-2022年度）の取組みの方向性を示すものであり、「経営戦略計画」

に付記をする形によりまとめたものです。 

今後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況や観光・ＭＩＣＥを取り巻く状況等を

踏まえまして、引き続き必要に応じて「取組みの方向性」や「経営戦略計画」の見直しを行

ってまいります。 
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取組の方向性 

 

１ 共通事項   

 

  （感染防止対策） 

   

  多くの旅行者が訪れることは飲食や宿泊等を通じて地域の経済活性化に資するだ

けでなく、旅行者の受入を通じた地域のさらなる魅力の向上や市民のシビックプライ

ドの向上にも資するものです。また、観光関連事業者は引き続き厳しい状況にあり、

観光振興の取組みはこれまで以上に重要なものになっています。 

一方で、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を講じた上で観光振興の取組み

を進める必要があります。 

    会員企業を始め観光関連事業者に対し、感染防止対策を徹底するよう啓発を行うと

ともに、観光・ＭＩＣＥ市場に向けて、名古屋が安心安全に訪れていただける街であ

ることを情報発信します。 

     

 

  （ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した効果的な情報発信） 

   

    デジタル技術の進展を背景に、観光においてもＩＣＴの活用が一般化してきており、

また、コロナ禍において、オンラインによるバーチャル旅行なども注目されるように

なっていることから、ＩＣＴを活用して動画など視覚に訴える形で効果的な情報発信

を行います。 

     そして、観光ニーズの多様化を反映して、旅行先の選定もデジタルでの情報が活用

されるようになっています。さらに、移動手段の確保、旅行先での体験の情報発信、

宿泊・飲食・ショッピング等の支払い、言語の翻訳・通訳等もデジタルが活用される

ことが多くなっています。 

    災害情報や感染対策情報等、即時性のある情報発信も求められるようになっており、 

   ＩＣＴを活用した情報発信に取り組みます。 
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２ ＭＩＣＥの推進 

 

＜前提となる社会情勢の変化＞  

 

感染症の拡大による社会環境の変化においても、フェイストゥフェイスによる情報交換

は、ＭＩＣＥのリアル開催の根源的な動機として重要視されており、ＭＩＣＥの積極的な

誘致は、地域における学術・経済・文化等の様々な社会活動の活性化と、それに伴う経済

効果の拡大のために非常に重要な取り組みです。 

現状においては、安全安心の確保のための感染症対策等の主催者負担が増大し、一方で、

バーチャル開催等の運営形態が多様化するなか、需要の回復は当面厳しい見通しであると

言わざるを得ません。 

誘致活動についても、直接の面談が国内外問わず難しい中、新たな工夫によるセールス

プロモーションが必要となっています。 

「なぜ名古屋で開催するのか」という合理性がこれまで以上に重要であり、ウィズ／ア

フターコロナにおけるＭＩＣＥの成功のためには、リアル開催のメリットをより具体的に

アピールすることが一層大切となります。 

 

 

＜取り組みの方向性＞ 

 

（リアル開催のための支援の実施） 

 

国内会議開催助成金制度の活用により、国内会議のリアル開催を促進するとともに、新

型コロナウイルス感染症対策経費助成により、主催者負担の軽減と安全安心な開催・運営

を支援します。 

  また、国際航空路線の回復とともにＶ字回復が期待されるインセンティブトラベルの誘

致および、2022年秋のポートメッセなごや新第 1展示館・コンベンション施設の開館もに

らみ、リアル開催意欲が高く、地域への経済波及効果の大きい見本市・展示会の誘致にも

積極的に取り組みます。 
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（“名古屋ならでは”の体験プログラムの開発・提案） 

  

ＭＩＣＥ施設、飲食事業者、イベント企画事業者等の地域のステークホルダーの協力

を得て、名古屋らしい魅力を備えた空間やアトラクションにより構成するコンテンツを

メニュー化し、ＭＩＣＥ参加者が容易に体験できるプログラムとして提案します。 

 

 

（コンサルティング機能の強化） 

 

 コロナ禍を契機とするＭＩＣＥの変化に伴う新たな課題に対応する専門的なノウハウ

を習得し、名古屋の魅力の開発提案とともに、主催者の期待に応えるコンサルティングを

提供します。 

 

 

（名古屋を世界に発信する取組み） 

 

名古屋市は、2023 年に日本開催が予定されるＧ７サミット（主要国首脳会議）・関係閣

僚会合を誘致する方針を示しました。各国の首脳や閣僚が一堂に会するサミットを受け入

れることは、名古屋の名を世界に広める機会となるだけでなく、世界各国のＶＩＰやマス

メディアへの対応ノウハウ等の貴重な経験を獲得することにつながります。 

  加えて、今後名古屋市内にはハイレベルな国際会議の開催に対応できる高級ホテルが

2023 年５月に開業予定のほか、2026 年には名古屋国際会議場の大規模改修・機能強化も

はかられます。 

 当財団では、Ｇ７サミット・関係閣僚会合の名古屋開催実現のほか、2026年のアジア競

技大会の成功に向けて、名古屋市を始め関係機関と連携し、広く国内外に名古屋を発信し

ていきます。 
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３ 観光誘客 

 

（１）国内観光の振興 

 

 ＜前提となる社会情勢の変化＞  

 

   感染症の感染拡大による社会情勢の変化により、長時間及び長距離の移動リスクを避

ける観点から、自宅から短い距離・時間での移動により地元や地域の観光を楽しむ「マ

イクロツーリズム」ということがいわれるようになっています。 

観光の分野においても、感染症対策を前提とした誘客や旅行者が安心して旅行を楽し

むことができる環境整備の促進が求められています。 

   また、コロナ後を見据えた名古屋への旅行需要喚起のため、ＷＥＢ等を活用した継続

的な観光情報の発信が必要です。 

 

＜取り組みの方向性＞  

 

（マイクロツーリズムの推進） 

 

  感染症における移動リスク軽減の観点から、市内を含む県内及び近隣県を対象地域と

するマイクロツーリズムを推進します。 

  これらの対象地域は名古屋との生活圏に近く名古屋の認識も一定以上はあると想定

されることから、いわゆる定番スポット以外でも掘り起こし、磨き上げ、整備し、名古

屋独自の着地型観光コンテンツとしてＰＲいたします。 

  これらの達成のため、区役所を含めた名古屋市をはじめ周辺自治体や関係団体及び民

間事業者等とも相乗効果が得られるよう適宜連携いたします。 

 

 

 （新しい生活様式を取り入れたプロモーションの推進） 

 

   将来のコロナ感染状況が不透明である中、新しい生活様式での観光として、非接触・

分散型での誘客を当面の基本方針とし、以下の観光プロモーションを推進いたします。 
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① 誘客活動の実施 

遠方へのセールスができない状況下であっても、実施可能なかたちで誘客・セール

ス活動をしたいという会員の声を鑑みオンライン商談会を実施するほか、旅行会社 

ＷＥＢ商品と連携した誘客キャンペーンを実施します。イベントではオンライントリ

ップ、スマートフォンを活用した電子スタンプラリーなどといった、“デジタルプロモ

ーション”へシフトします。 

一方、従来型のイベントも実施する可能性は想定し、実施時においてはコロナ感染

防止対策を主催者・参加者双方の徹底による運営となるよう留意します。 

 

  ②  将来の旅行需要喚起 

    「巣ごもり」など行動態様の変化に伴い、スマートフォンなど電子媒体による旅行

情報の接触を想定し、ＷＥＢ上での動画配信やインフルエンサー等を活用したＳＮＳ

での情報発信を実施します。発信効果を高めるため「名古屋おもてなし武将隊」や「名

古屋観光特使」等の起用も柔軟に検討します。 

   

 

 （映像作品を活用した観光客誘致の積極的な取組み） 

 

多様化する観光ニーズを鑑み、様々な形での観光客誘致が求められています。コロナ

禍による自宅滞在時間の増加などによりこれまで以上に映像作品を鑑賞する機会が増

えることも想定されることから、名古屋が多くの映画やドラマ等の舞台であることを訴

求し、名古屋を訪れるきっかけづくりをすることは今まで以上に重要になっています。 

2021 年は当財団のフィルムコミッション事業の 20 周年にあたり、その節目の年に合

わせて、名古屋が映画等の映像作品のロケ地となっていることをこれまで以上に積極的

にＰＲし、支援作品を活用した観光客誘致に積極的に取組んでまいります。 

 

 

 （街歩きイベントの開催） 

 

これまで開催をしてきた「ロゲイニング in なごや」は、屋外での街歩きのイベント

であり、大がかりな感染症対策が不要なため、ウィズコロナ／アフターコロナの状況に

おいても継続的に実施していくことが可能です。また、イベントの開催を通じて地域の

魅力を再発見する機会にもなります。 

   イベントの実施をすることが困難な状況ではありますが、イベントの開催のメリット

を踏まえ、企業・団体と連携して開催に向けて取り組んでまいります。 
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（２） 国際観光の振興 

 

 ＜前提となる社会情勢の変化＞  

 

 感染症の感染拡大により、中部国際空港の航空路線が停止し、インバウンドの受入れ

を行ってきたホテルを中心とした賛助会員企業は、大変厳しい状況におかれております。

航空路線復活のタイミングで、名古屋にインバウンドを戻すためには、いち早く、現地

の旅行会社や訪日旅行を期待するユーザーに対して、オンラインを活用しながら、名古

屋の観光情報を発信し続け、観光渡航再開後に名古屋を目的として選択していただく取

組が必要です。 

 

 

 

  ＜取り組みの方向性＞  

 

（動画を活用した情報発信） 

 

観光旅行の復活が早いと期待されているアジア地域（台湾・タイ・ベトナム等）をタ

ーゲットに、名古屋に行ってみようと思わせるウィズコロナ／アフターコロナを見据え

た動画を制作し、You Tubeで海外に情報発信することにより、名古屋の観光魅力の認知

向上を図り、当地域へのインバウンドの V字回復を狙います。 

（動画はシリーズ作品として、2020年度から３ヶ年に渡り制作予定） 

 

 

  （台中 清水ＳＡにおける観光情報発信拠点の設置） 

  

   名古屋市がパートナー都市協定を締結した台中市を中心に、台湾からの誘客を促進す

るため、中日本エクシス（Nexco 中日本の関連会社）が運営する台湾で最大面積の高速

道路サービスエリアにおいて、賛助会員企業と連携して、名古屋の観光情報の発信を継

続的に行います。 
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  （現地企業・在住外国人等と連携したプロモーション活動の実施） 

  

  海外へ出向き、現地でプロモーションをする機会は減少することが想定されるため、

これまでのプロモーションから培ってきた現地キーパーソンや企業との関係を活かし

て、イベントやビジネスマッチング等の取組を実施する他、在住外国人のネットワーク

を活用した情報発信活動についても併せて実施することにより、プロモーションの波及

効果を高め、インバウンドの回復を推進します。 

 

 

 ４ 観光客へのおもてなし 

 

   感染症の感染拡大により、屋内の観光施設と同様に観光案内所の利用者においても安

心安全に利用できることが最重要となるため、マスクの着用、消毒液の設置、アクリル

板の設置、定期的な清掃・換気などの新しい生活様式に対応するため、名古屋市と協議

のうえ作成した「名古屋市観光案内所運営にかかるガイドライン」に従い、観光案内所

の運営に努めます。 


